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高齢転居者に対する社会的孤立予防プログラムの実施と

その評価の試み
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目的 社会的孤立から「閉じこもり」になる可能性が指摘される高齢転居者を対象に，ネットワー

クづくりと地域に関する情報の活用を目的とする支援プログラムを開発・試行し，その有用

性を検討した。

方法 1) 介入および効果評価の対象は，2002年12月から2003年 8 月の間に東京都 A 市に転入

した65歳以上男女のうち，プログラムへの参加に同意した18人である。プログラムは，高齢

転居者のニーズ，既存の社会的孤立予防プログラムおよび高齢転居者への支援プログラムを

参考に開発され，2004年11月から12月，毎回 2 時間，計 3 回実施された。介入効果の評価項

目として，（手段的）日常生活動作能力，抑うつ度，孤立感，社会的ネットワーク，グルー

プ活動への参加，就労，日中独居頻度，サービス認知度等を測定した。

2) プログラムへの不参加理由については，参加に同意しなかった高齢転居者 7 人を対象

に，電話による聞き取りを行った。

3) プログラムへの参加者による評価については，プログラムの最終回（第 3 回）に参加

した12人を対象に，プログラム全体への満足度，役立ち感，実施回数に対する評価等を尋

ねた。

成績 1) 参加同意者18人中，男性 9 人（50.0％），平均年齢73.3±6.8歳であった。実際に 1 回

以上参加した14人の参加回数別内訳は，全 3 回が 7 人（50.0％），2 回が 6 人（42.9％），1
回が 1 人（7.1％）であった。

2) 不参加理由として，体調不良，忙しさ，興味のなさ，転出が挙げられた。

3) 参加者によるプログラム全体への満足度は高かったが，実施回数について「丁度良い」

と評価したのは58.3％のみであった。

4) 介入前後の比較では，日中独居頻度（P＜.05），介護保険外サービス認知度（P＜.10）
が改善し，有意ではないが，グループ活動への参加および就労割合が増加した。その他の変

数には有意な改善効果はみられなかった。

結論 参加者数が少なく一般化可能性に限界があるが，本研究における支援プログラムは，社会

的孤立予防に一定の効果があり，参加者による評価が高い可能性が示唆された。ただし，対

象者への周知方法，転入後期間がどの程度の者を対象とするか，およびプログラムの実施回

数に検討の余地がある。今後，これらの点を改善するとともに，対照群を設定した効果評価

や費用対効果も含む中長期的評価についても実施する必要性が示唆された。

Key words：社会的孤立，高齢転居者，介入研究

Ⅰ 緒 言

介護予防は，老化による身体的・精神的・社会

的機能の衰えを遅らせる1)ことを通じて要介護状

態の予防を図るものである。閉じこもり予防は介

護予防事業における目的のひとつである。「閉じ

こもり症候群」とは，1984年に竹内が提唱した概

念であり2)，縦断的研究において，閉じこもり高

齢者では寝たきりや死亡への移行割合が有意に高

いことが指摘されている3)。
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図１ 参加対象者の選定方法
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閉じこもり高齢者への支援のあり方について

は，閉じこもりに至った原因や状態像が多様であ

るため，一様な支援が適切ではない可能性が指摘

される4)。しかしこれまで，閉じこもりに至る原

因や状態像を限定した支援についての報告は筆者

らの知る限りみられない。

そこで本研究では，社会的孤立による閉じこも

りに限定し，支援プログラムの開発・実施・評価

を試みることとした。社会的孤立とは，「家族や

コミュニティとほとんど接触がない状態｣5)であ

る。一般高齢者を対象とした疫学研究において社

会的孤立が身体機能低下や障害発生のリスク要因

であることが知られる6,7)。

社会的孤立による閉じこもりから寝たきりにな

る可能性の高い集団として，「呼び寄せ老人｣8)を

含む高齢転居者が挙げられる。「呼び寄せ老人」

とは，身体機能の低下が顕在化する前後に，子供

に呼び寄せられる現象である8)。転入先で友人も

なく，閉じこもりがちな生活から痴呆や寝たきり

に移行する可能性が指摘されてきた8,9)。ところ

が，こうした危険は ｢呼び寄せ老人｣ に限らな

い。甲斐10)は，大都市近郊への高齢転居者におい

て孤立感が高い，親族以外との接触やグループ活

動への参加が少ない，高齢者向けサービスへの認

知度が低いことを指摘している。こうした環境へ

の不適応が身体機能低下とともに健康への悪影響

を増すことが指摘されており11)，現在は健康な高

齢転居者に対しても地域への適応を促す予防的支

援は重要と考えられる。大都市近郊では特に高齢

者の転入率が高く12,13)，支援ニーズが高い可能性

がある。

しかし，高齢転居者に特化した支援プログラム

は少ない。同郷出身者との交流の提案14,15)や老人

クラブによる「転居者をあたたかく迎える運

動｣16)，神奈川県開成町における「ようこそ訪

問｣17)などがみられるが，いずれも評価されてお

らず，その有用性は明らかではない。

本研究ではこれらの知見を踏まえ，大都市郊外

における高齢転居者を対象に社会的孤立予防のた

めの支援プログラムを開発・試行し，有用性を検

討した。

Ⅱ 研 究 方 法

1. 対象地域

東京都下の A 市である。東京都心部の北西約

30 km に位置するベッドタウン地域であり，2003

年11月現在，人口143,304人，高齢化率18.5％で

ある10)。A 市は，後期高齢者が地域に多く転入し

ている可能性が高い自治体である13)。

2. 対象者

1) 介入および効果評価

A 市に転入した65歳以上男女18人を対象とし

た。選定方法は図 1 の通りである。2004年 2 月，

東京都 A 市に2002年12月から2003年 8 月に住民

票を移した65歳以上男女全215人を対象に無記名

自記式質問紙調査を実施した (有効回収者121

人，有効回収率56.3％）。調査票において「地域

の同世代との交流」等，いくつかの支援プログラ

ム例を提示し，関心の有無を尋ねた。同時に，今

後，支援プログラムを開発し，彼等を対象に実施

する予定であること，周知のために氏名と連絡先

を記入して欲しい旨を記載した。「関心あり」と

の回答は60人であった。そのうち地域外への転出

者 4 人，体調不良の者 2 人，実際には長く地域に

居住し，かつ参加しないとの意思が確認できた 1

人，氏名および連絡先不祥の 2 人を除く51人を対

象に，2004年10月，プログラム参加の勧誘兼介入

前調査を実施した。その際，参加条件を記した案

内と，署名形式の同意書を調査票に同封した。有

効回収数は33（有効回収率64.7％）であった。参

加同意者は18人であった。プログラム終了後の

2005年 1 月，同18人を対象に調査を実施した。有



340340 第53巻 日本公衛誌 第 5 号 平成18年 5 月15日

効回収数は18（有効回収率100.0％）であった。

なお，対象者18人中 4 人は，参加に同意したも

のの，結局プログラムに参加しなかった。本研究

では，彼等が参加しなかった理由を把握していな

い。そのため，現段階では，本プログラムの持つ

負の側面である「参加しにくさ」により不参加と

なった可能性を否定できない。「参加しにくさ」

の程度がわからない段階で，実際に参加した人の

みを対象に評価すれば，プログラムの有効性を過

大評価することになりかねない。そこで，本研究

では，これらの 4 人も含めた18人による効果評価

と，1 回以上参加した14人による効果評価の双方

を検討することとした。

2) 不参加理由の把握

2004年10月の調査回答者のうち，参加に同意し

なかった15人中電話連絡が取れた 7 人を対象に聞

き取りを行った。

3) 参加者によるプログラム評価

プログラム最終回（第 3 回）に参加した12人を

対象に，自記式質問紙への記入を依頼し，12人全

員から回答を得た。

3. 支援プログラムの開発および実施

対象者のニーズ調査および電話による聞き取

り10)，既存の社会的孤立予防プログラム18,19)およ

び高齢転居者への支援14～17)を参照し，本研究で

は，支援プログラムの目的を「地域におけるネッ

トワークづくりおよび地域に関する情報の有効活

用」とした。

2004年11月～12月，市の中央部にある公的ス

ペースにおいて，2 週間間隔で計 3 回，毎回 2 時

間の支援プログラムを実施した。第 1 回は，導入

と，市内の ｢歴史・旧跡・見所」，「高齢者福祉

サービス」，「趣味や生きがい就労をするための高

齢者の活動組織」について簡単な説明を実施し

た。情報提供後に参加者に新たに生じた疑問や知

りたい情報などを自由に指摘してもらい，第 3 回

に活かした。第 2 回は，「転入してからの暮らし

のなかで困ったこと，将来困りそうなこと」につ

いてのグループディスカッションを行った。第 2

回目の目的は転居という共通体験を持つ参加者同

士の語らいを通じて情緒的一体感を持つこと，各

人の潜在化するニーズを掘り起こす議論を行うこ

とにより参加者が自分のニーズに気づくことであ

った。グループディスカッションは気づきを得る

うえでの有効な手法として知られる20)。ディスカ

ッションの論点をそらさず，且つ活発化させるた

めに，グループセッションにおける司会経験の豊

富な者にファシリテーター役を依頼した。なお，

第 2 回目に顕在化した新たなニーズについても，

第 3 回目に対応できるよう勘案した。第 3 回目

は，情報相談会を実施した。参加者のニーズに対

応するために，「保健医療福祉」，「健康長寿のま

ちづくり」，「郷土の歴史・旧跡」，「市内の交通・

見所」，「ふれあいサロン活動（介護予防）」，「高

齢者活動団体」，「シルバー人材センター」の各コー

ナーを会場内に設置した。それぞれに精通する者

がコーナーを担当し，参加者が好きなコーナーに

行き，自由に質問し，担当者から説明を受けると

いう内容であった。

なお，支援プログラムは A 市社会福祉協議会

が後援した。また，大学と行政および地域との調

整役については，同協議会内において高齢者の諸

活動に関する情報提供や相談支援を行うセクショ

ンが担った。全 3 回にわたり，地域のボランティ

ア組織に属する 3 人が実施補助として参加した。

第 1 回目の情報提供は，社会福祉協議会職員 2 人

および地域住民 1 人が，第 3 回目の情報提供は，

市役所職員 1 人，保健師 1 人，社会福祉協議会職

員 2 人，シルバー人材センター職員 1 人，地域住

民 2 人が担当した。

4. 評価項目

1) 効果評価

身体・生活機能については，健康度自己評価，

日常生活動作能力障害の有無21)，手段的日常生活

動作能力障害の有無22)，日常生活範囲23)から評価

した。

精神的健康の指標として，抑うつ度を測定する

尺度である Geriatric Depression Scale（GDS)24)の

日本語15項目版25)を用いた。得点が高いほど抑う

つ傾向が高いことを示す。

外出頻度については，目的や行き先を問わず，

外出の頻度について尋ねた。

社会的孤立に関する指標として，孤立感を感じ

る頻度（1 項目，「ほとんどない」から「そう感

じることが多い」の 3 選択肢)23)，別居子や親戚

との接触頻度および電話での接触頻度，友人や近

隣との接触頻度および電話での接触頻度，町内会

や老人会，趣味のグループ，商工会など種類や場
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表１ 支援プログラムに参加しない理由

ケース 年齢 性別 理 由

1 81歳 女性 腰を痛めている。動きが自由で
はないので

2 76歳 男性 うつ病を患い，何もしたくない
時があるため

3 74歳 女性 健康状態が良くない。特に午前
中は血圧が高くなるため

4 68歳 男性 仕事をしているので平日は都合
がつかなかったため

5 66歳 男性 他の仕事で忙しいため

6 67歳 男性 興味がなかったため

7 77歳 女性 また引越しをする予定が決まっ
ていたため

表２ 参加者による支援プログラムへの評価（n＝12）

n（％)

全体への満足度 (非常に）満足 10(83.3)
役立ち感 (少し）あった 10(83.3)
開催場所 良い 11(91.7)
実施回数（3 回) 丁度良い 7(58.3)

多すぎる 3(25.0)
少なすぎる 2(16.7)

参加者間の交流 丁度良い 9(75.0)
多すぎる 0( 0.0)
少なすぎる 2(16.7)
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所を問わないグループ活動への参加の有無，就労

の有無，日中のほとんどの時間を一人で過ごす日

中独居の頻度23)を測定した。

サービス認知度については，対象地域において

高齢者向けサービスとして実施されている計 9 項

目について「知っている」，「知らない」のいずれ

かを尋ねた。介護保険サービスとして「訪問介

護」，「通所介護」の 2 項目を，介護保険外サービ

スとして「生活支援ホームヘルプ」，「生きがいデ

イサービス」，「介護予防住宅改修」，「配食」，「ふ

れあい給食」「長寿を共に祝う会」「憩いの家」の

7 項目を設定した。それぞれ知っている個数を単

純集計した。

その他，性，年齢，家族構成，配偶者の有無，

経済状況を尋ねた。

2) プログラムへの参加者による評価項目

満足度（5 段階），役立ち感（5 段階），開催場

所への評価（3 段階），実施回数への評価（3 段

階），参加者間の交流の度合いへの評価（3 段階）

について尋ねた。

5. 分析方法

介入前後の値の比較では，間隔尺度については

対応のある t 検定を，順序尺度には Wilcoxon の

符号付順位検定を，名義尺度には McNemar 検定

を行った。プログラムへの参加者による評価は単

純集計を行った。解析には SPSS10.0 for Win-

dows を用いた。

6. 倫理的配慮

2004年10月の支援プログラム参加への勧誘兼調

査協力への依頼時には，研究目的や方法ととも

に，支援プログラムおよび効果評価のための調査

への参加が自由意思に基づくこと，参加中断によ

る不利益がないこと，プライバシーが厳重に守ら

れることを記載した。同意書を同封し，支援プロ

グラムへの参加に同意する者には本人の署名を依

頼した。なお，本研究は，東京大学医学部・大学

院医学系研究科倫理委員会の承認を得て実施した。

Ⅲ 研 究 結 果

1. 支援プログラム参加同意者の特性

男性が 9 人（50.0％），年齢（平均±標準偏差）

73.3歳±6.8歳であった。16人（88.9％）は日常生

活動作能力障害がなく，9 人（50.0％）が日中独

居頻度について「ほぼ毎日」と回答していた。6

人（33.3％）が別居の子供や親戚との交流が「全

くない（いないを含む）」と回答していた。

2. 参加頻度

各回の参加人数は，第 1 回12人，第 2 回10人，

第 3 回12人であった。実際に 1 回以上参加した14

人の参加回数別内訳は，全 3 回が 7 人（50.0％），

2 回が 6 人（42.9％），1 回が 1 人（7.1％）であ

った。

3. 不参加理由（表 1）

参加に同意しなかった15人のうち，電話連絡の

とれた 7 人を対象に，不参加理由を尋ねた。不参

加理由回答者の特性は，7 人中男性 4 人，60歳代

が 3 人，70歳代 3 人，80歳代 1 人であった。参加

に同意しなかった理由として，「腰を痛めている」

など体調不良，「他の仕事で忙しい」などの忙し

さ，その他「興味がない」，「また引越しする予定

である」という理由が挙げられた。

4. 参加者のプログラムへの評価（表 2）

プログラムの最終回（第 3 回）に参加した12人
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表３ 介入前後の比較（n＝18）

介入前 介入後 検定注3)

健康度自己評価a)注1)注2) 非常に健康 1( 5.6) 1( 5.6) ns
かなり健康 3(16.7) 3(16.7)
普通 7(38.9) 8(44.4)
あまり健康でない 6(33.3) 5(27.8)
全く健康でない 0( 0.0) 0( 0.0)

日常生活動作能力b) 障害なし 16(88.9) 16(88.9) ns
手段的日常生活動作能力b) 障害なし 16(88.9) 15(83.3) ns
日常生活範囲a) 遠方外出 14(77.8) 14(77.8) ns

近隣外出 3(16.7) 4(22.2)
屋内 1( 5.6) 0( 0.0)

抑うつ度(0–15)c)注1) M±SD 4.6±3.1 4.8±3.3 ns
外出頻度a) ほぼ毎日 9(50.0) 7(38.9) ns

週 4–5 日 6(33.3) 6(33.3)
週 2–3 日 3(16.7) 4(22.2)
週 1 日以下 0( 0.0) 1( 5.6)

孤立感a)注1) ほとんどない 9(60.0) 9(60.0) ns
たまにある 6(40.0) 4(26.7)
そう感じることが多い 0( 0.0) 2(13.3)

別居子や親戚との接触頻度a) 週 2 回以上 1( 5.6) 0( 0.0) ns
週 1 回 1( 5.6) 1( 5.6)
月 2–3 回 2(11.1) 2(11.1)
月 1 回 3(16.7) 3(16.7)
月 1 回未満 5(27.8) 5(27.8)
なし（いないを含む) 6(33.3) 7(38.9)

別居子や親戚との電話頻度a) 週 2 回以上 2(11.1) 1( 5.6) ns
週 1 回 2(11.1) 3(16.7)
月 2–3 回 2(11.1) 1( 5.6)
月 1 回 4(22.2) 4(22.2)
月 1 回未満 2(11.1) 6(33.7)
なし（いないを含む) 6(33.3) 3(16.7)

近隣や友人との接触頻度a) 週 2 回以上 0( 0.0) 2(11.1) ns
週 1 回 2(11.1) 0( 0.0)
月 2–3 回 5(27.8) 4(22.2)
月 1 回 4(22.2) 4(22.2)
月 1 回未満 1( 5.6) 3(16.7)
なし 6(33.3) 5(27.8)

近隣や友人との電話頻度a) 週 2 回以上 3(16.7) 3(16.7) ns
週 1 回 4(22.2) 3(16.7)
月 2–3 回 1( 5.6) 3(16.7)
月 1 回 3(16.7) 2(11.1)
月 1 回未満 4(22.2) 2(11.1)
なし 3(16.7) 5(27.8)

グループ活動への帰属b) あり 9(50.0) 12(66.7) ns
就労状況b) 就労あり 2(11.1) 6(33.3) ns
日中独居頻度a) ほぼなし 3(16.7) 5(27.8) *

月 1–2 日 1( 5.6) 1( 5.6)
週 1–2 日 3(16.7) 3(16.7)
週 3–5 日 2(11.1) 4(22.2)
ほぼ毎日 9(50.0) 5(27.8)

サービス認知度c)

介護保険内(0–2) M±SD 1.5±0.9 1.6±0.8 ns
介護保険外(0–7) M±SD 2.3±2.7 3.5±2.6 †

注 1) 介入前後ともに回答した人のみのデータを示した

注 2) a: Wilcoxon の符号付順位検定，b: McNemar 検定，c：対応のある t 検定

注 3) †：P＜.10，*：P＜.05
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によるプログラムへの評価のうち，プログラム全

体への満足度，役立ち感については，回答者のそ

れぞれ90％以上が「（非常に）満足」，「（少し）役

立つ」としていた。開催場所についても，90％以

上が「良い」と評価した。開催回数については，

「丁度良い」と評価したのは60％弱で，多すぎる

（25.0％），少なすぎる（16.7％）との回答もみら

れた。参加者間の交流については，75％が「丁度

良い」と評価し，16.7％が「少なすぎる」と評価

した。

5. 介入効果の評価（表 3）

参加同意者は，介入後に日中独居頻度が有意に

減少（P＜.05）し，介護保険外のサービス認知

度が高まる傾向（P＜.10）がみられた。統計的

に有意ではないが，グループ活動に参加する割合

が50.0％から66.7％に増加し，就労割合が11.1％

から33.3％へと増加した。表には示さないが，1

回以上参加した14人のみを対象とした分析も行っ

た。その結果，ほぼ同様の傾向がみられた。日中

独居頻度が有意に減少（P＜.05）し，介護保険

外のサービス認知度が有意に高くなった（ P

＜ .05）。また，グループ活動への参加割合が

42.9％から64.3％に増加し，就労割合が7.1％から

28.6％に増加した。

Ⅳ 考 察

1. 本研究の意義

本研究では，社会的孤立から閉じこもりとなる

危険が指摘される高齢転居者を対象に，支援プロ

グラムの開発・実施・評価を試みた。社会的孤立

による閉じこもりに限定した支援プログラム開発

という点でも，高齢転居者を対象とする介入評価

研究という点でも，筆者らの知る限り本邦初の試

みであり意義は大きいと考える。しかしながら，

試行段階にあるが故の限界や今後検討すべき課題

も多い。本研究では，参加同意人数が18人と少な

かった。その背景には実施上の問題点があると考

えられる。また，効果評価の一般化可能性は高い

とはいえない。

今後，本研究において開発した支援プログラム

を改良し，有効かつ参加者に受容されやすいプロ

グラムとして実施するため，以下について考察

した。

2. 支援プログラム内容および実施方法の検討

1) 高齢転居者のニーズおよび志向の事前把握

本研究における支援プログラムは，既存の支援

プログラムとともに，事前に高齢転居者に実施し

たニーズ調査と電話での聞き取りに基づき開発し

た。ニーズ把握は，近年，保健医療領域でも用い

られるソーシャル・マーケティングの手法におい

ても重視されている26)。しかし，不参加理由とし

て，「興味なし」という言説が得られたように，

必ずしも十分把握できていなかった可能性も否定

できない。今後，彼等への聞き取り等から興味を

持たなかった原因を把握し，改善策を検討する必

要がある。

2) 地域組織との連携

支援プログラムにおいて，転居者の多様なニー

ズに対応する情報提供とネットワーク形成に対応

する支援を実施するには，行政機関だけではな

く，地域の諸組織や住民の参加が不可欠であっ

た。今回，当該地域の社会福祉協議会において高

齢者の諸活動に関する情報提供および相談支援を

行う部門が各関係者との調整役を担ったため，

ニーズに対応する組織や住民の参加が可能となっ

たと考えられる。

3) 時間的・身体的・経済的負担

時間的負担については，支援プログラムへの不

参加理由として「他の仕事で忙しい」等の言説が

得られ，就労者にとっては負担が大きい可能性が

ある。一方，参加者では，3 回の実施を「多すぎ

る」と評価したものは 2 割程度であり，時間的負

担は大きくないと考えられる。逆に ｢少なすぎ

る」とした者も約 2 割いた。その理由として，彼

等には，支援プログラムが社会的孤立の解消機会

であったためと考えられる。彼等がプログラム終

了後に次の「居場所」をみつけられたか否か，今

後もフォローしたい。

身体的負担については，不参加理由として体調

不良を理由とする言説が複数得られた。彼等はよ

りハイリスクの可能性があり，訪問による何らか

の支援も検討すべきと思われる。

経済的負担については，本研究では，参加費無

料で実費を全額負担した。転居者の特徴として経

済的困窮感を指摘する割合が高い10)ため，経済的

負担への考慮は重要と思われる。
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4) 実施場所

対象者の受容度が高いプログラムを実施するた

めには，実施場所の考慮が重要である26)。本研究

では，高齢転居者が市内全域に居住すること，会

場の認知度を重視し，市の中央に位置する公的施

設を利用した。参加者の91.7％は会場を「良い」

と評価した。しかし地域の交通機関に精通しない

者や身体機能に自信のない者が，公共交通機関の

利用に抵抗感があり，参加しづらかった可能性も

ある。参加人数次第では，地区開催等の工夫も必

要だろう。

5) 参加者によるプログラムへの満足度と有用

性の評価

プログラムの最終回（第 3 回）に参加した12人

によるプログラムへの満足度，有用性の評価は高

かった。プログラム開発にあたり，対象者のニー

ズや志向を把握したこと，本研究における支援プ

ログラムに対するニーズの高い集団が参加したこ

とが理由と考えられる。ただし，無記名式の質問

紙を用いて率直な意見を聞く配慮はしたものの，

参加者が否定的評価をしづらかった「社会的望ま

しさ｣27)の可能性は否定できない。

6) 効果評価

参加同意者18人による評価では，介入前と比較

して介入後に日中独居頻度が有意に減少し，介護

保険外のサービス認知度が高まる傾向がみられ

た。また，統計的に有意ではないものの，グルー

プ活動参加割合，就労割合が増加する傾向がみら

れた。実際に 1 回以上参加した14人による評価で

は，同様の改善効果がより顕著にみられていた。

プログラム内容自体の有効性はあると考えられ

る。今後は，実際に参加しなかった 4 人の参加同

意者を対象に，不参加理由がプログラムに起因す

るのか否かを確認し，有効性の程度について再考

したい。

介護保険外のサービス認知度については，第 1

回のプログラムの際に概要を説明し，配布資料を

提供したこと，第 3 回には関心のある人のみでは

あるが，情報相談ブースを設定してより詳細な説

明をしたことにより認知度が高まったと考えられ

る。一方，介護保険サービスの認知度に変化がみ

られなかったことについては，参加同意者のほと

んどが自立高齢者であり，自立高齢者向けのサー

ビスほど関心を持たなかった可能性と，介入前時

点ですでに介護保険サービスについての認知度が

多かったという天井効果が考えられる。

グループ活動や就労については，支援プログラ

ムにおいて，高齢者活動団体やシルバー人材セン

ターの担当者が会場に来て参加者が直接話を聞く

機会を設けたことにより，参加につながった可能

性がある。

日中独居頻度については，グループ活動や就労

への参加を通じて減少した可能性が考えられる。

一方，孤立感，外出頻度，生活機能や身体機能

については，本研究では有意な変化はみられなか

った。しかしこれらの変数においても，今後，日

中独居頻度やサービス認知度，就労，グループ活

動参加の向上を介して改善する可能性があり，さ

らなる追跡による中長期的評価が重要19)と考えら

れる。

ただし，以上の結果の一般化可能性には限界が

ある。本研究の対象である参加同意者18人は，参

加に同意しなかった15人と比較して，別居子や親

戚との接触頻度が低く，日中独居頻度が高い特徴

がみられた10)。本研究では，参加同意者の特徴を

当該地域への高齢転居者全般との比較において検

討していないため推測に留まるが，参加同意者

は，グループ活動への参加や他者との交流に対し

高い意欲を持ちつつも社会的孤立度が高い人々で

はないかと思われる。ただし，社会参加が少ない

集団には，参加志向の低い人々が少なからずい

る28)と考えられる。こうした人々においても本研

究のようなプログラムが有効か否かを検討するこ

とが必要と思われる。

3. 研究の限界および今後の課題

以下の 3 点が挙げられる。第 1 に，本研究の対

象は，大都市郊外の一自治体における高齢転居者

である。また，高齢転居者のうち支援プログラム

に参加した者は一部に限られ，一般化可能性が高

いとはいえない。今後，より閉じこもりのリスク

が高い高齢転居者においても同様の効果がみられ

るか否かを検討することが重要である。

第 2 に，対象者の選定および周知方法や実施時

期の問題が挙げられる。本研究における支援プロ

グラムは試行段階であった。そのため，周知を広

くは実施せず，2004年 2 月のニーズ調査に回答

し，かつ氏名と連絡先を記載してくれた人のみ周

知した。また，勧誘の案内を調査への協力依頼と
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同封したため，支援プログラムに関心はあるが調

査協力が負担となり，支援に参加しなかった者が

いた可能性もある。支援プログラム改良後の実施

においては，転居者全員を対象とし，周知方法に

も十分に考慮したい。

支援時期が遅すぎた可能性もある。本研究の対

象者は最短でも転入後 1 年 2 ヶ月経過している。

すでに地域に適応し，支援ニーズが消失した者が

いた可能性がある。一方で，参加同意者から「地

域のことがわからない」という意見が聞かれてお

り，高齢転居者の中には，居住年数が数年経過し

ても地域に適応しない者がいると思われる。今後

は，転入後期間がより短い者を対象とするととも

に，居住年数が数年経過していても同様のニーズ

を持つ者にも支援できるよう検討を進めたい。

第 3 に，本研究の効果評価の限界である。対照

群を設定できなかったため，介入前後の変化が介

入の効果であるのか，転居者の適応過程であるの

か厳密に判別できなかった。今後，より大規模な

集団において，無作為割付による対照群を設定し

た縦断的デザインを用いた介入評価研究が必要と

考えられる。また，本研究では，介入直後の評価

に限定されている。今後，費用対効果も含めた中

長期的評価が必要である。高齢転居者のように，

現在は必ずしも要介護予備軍ではないものの，今

後ハイリスク者となる可能性の高い集団は，地域

に多く存在すると予想され，効率的なプログラム

のあり方を検討することは重要と考えられる。

Ⅴ 結 語

社会的孤立から閉じこもりがちになる可能性が

指摘される高齢転居者を対象に，ネットワークづ

くりと地域に関する情報の活用を目的とする支援

プログラムの開発・実施・評価を試みた。その結

果，ケース数が少ないという限界はあるが，参加

者の満足度や有用性の評価は高く，効果評価につ

いては，日中独居頻度と介護保険外のサービスへ

の認知度に改善がみられた。

ただし，対象者への周知方法，転入後期間がど

の程度の者を対象とするか，およびプログラムの

実施回数には検討の余地がある。今後，プログラ

ム内容や実施方法を再考するとともに，より大規

模な対象者において対照群を設定し効果をより厳

密に評価すること，また費用対効果も含めた中長

期的効果の検討が重要と考えられる。

支援プログラム実施にあたり，各関係機関との連絡

調整等多岐にわたるご支援を賜りました健康長寿のま

ちづくり推進室福本様，いきいきシニア本戸様，小島

様，松島様，プログラムにご後援いただきました社会

福祉協議会，講師または相談窓口としてご参加いただ

いた関係機関の皆様，最後に調査協力者およびプログ

ラム参加者の皆様に篤く御礼申し上げます。本研究

は，平成15–16年度厚生労働省科学研究費補助金長寿科

学総合研究事業「介護予防事業の有効性の評価とガイ

ドラインの作成」（主任研究者安村誠司）により実施さ

れた。

（
受付 2005. 4.28
採用 2006. 3.31)
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